The Position and the Role of the Agricultural Cooperative Food Processing Industry in the National Food Production by Watanabe, Motoi
岡山大学経済学会雑誌16（1），1984，　1～26
《論　説》
国民食糧の生産と農協加工事業，
その地位と役割
渡　　辺 基
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1．国民の食生活と食品工業
　近年，国民食糧（飲食）費に占める加工食品比率が高まり（’75年52．2％），
外食費比率も上昇（’75年11．9％）していることが注目されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＞　加工食品比率と外食費比率の増大を「勤労大衆の貧困化の進行」と見るか，
又は，国民生活の向上の指標と見るか，意見の分れるところであろう。1980
　　　　　　　（2）
年の農政審答申は，この20年間に我国の食生活が大きく変化し，欧米諸国の
食生活に接近し，栄養的にも，熱量水準でも，目覚ましい改善がなされ，ほぼ
満足すべき水準に達した，欧米型に比べむしろ我国の食生活は，蛋白質，脂
質，炭水化物のバランスがとれ，望ましい型になっている，と評価している。
（1）鈴木文嘉「食糧・流通問題の現段階と打開の方向」川村　琢，湯沢　誠，美土路達
　雄編『農産物市場論大系3』農民協　1977年。
（2＞農政審議会『八○年代農政の基本方向』1979年。川野重任編著『ビジョン’90食糧
　戦略と農業』家の光協会　1981年　はこの解説君であり，答申も収録している。
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2表一1　国民食糧と加工食品及び輸入
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（注）1．美士路達雄『現代農産物市場論』318頁より引用f．3）
　　2，1980年は『日本農業年鑑』’83278頁より．
　1960年から75年までの間に我国の農業生産額は4．6倍に増えたが，食品工
業出荷額はこの間8．3倍に伸び，農産物輸入額は10．9倍となった。国内農業
の自給率は90％から74％．に減少し，オリジナルカロリーでの自給率は，76％
から48％（77年）に減少した13）（万一1）
（3）飯沢理一郎，玉眞之介，美土路知之「加工食品市場の展開と加工資本」美土路達雄
　監修『現代農産物市場論』あゆみ出版1983年。
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図一1　国民の食料需要供給構造（1975年）
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（注）1．農業白書80年版より．
　　2．各ルート，各段階の流通経費，運賃は省略した．
　　3，美士路達雄（注4）論文より引用．
　つまり，農政審答申が「日本型食生活」の形成として評価する今日の食生
活の中昧は，外国からの加工原料と飼料用穀物の輸入，加工食品輸入などに
大きく依存する形でなされてきたのである。
　1975年の日本国民の食糧需給構造を，美土路達雄氏は次のようにまとめて
　　（4）
いる。（図一1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、！
　つまり，26．2兆円の国民食糧のうち12．8兆円（49％）が加工食品として，
輸入商社及び加工資本から供給され，素材（生鮮）の形で供給されるのは7．8
兆円（29％）に過ぎない。これをどう見るか。
　美土路達雄氏は，これを日本の伝統的食文化の崩壊であり，危険な食品添
加物や農薬によって汚染された食品の氾濫であり，国民の健全な食生活を破
壊するものだと把えている。その証拠として，子供の健康破壊，心身発達の
（4）美土路達雄「勤労農民・国民・農協労働者の新しい試練と課題」全農協労連『労農
　のなかま』1983年8月～10月号。
3
4退行現象（非行，自閉的傾向など），農薬汚染，国民医療費の激増や，加工品
比率が75％に達しているアメリカ型食生活下での病理現象をあげている。農
政審答申が，日本が世界有数の長寿国になったことをあげ，食生活改善の証し
としているのに対し，美土路氏は，厚生省の72年度の国民健康調査で，人口
1，000人当りの有病率が138となり，史上最悪となったことを示し，国民の健
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）康が悪化している証拠としている。
　いずれの主張も進行している事実の一面をつくものであろう。栄養のバラ
ンスは平均的にはとれ，日本が長寿国になったのは事実であり，食において
満たされてきたことも事実であるが，その一方，食品の汚染が進み，食文化
が失なわれ，国民の健康破壊と精神的頽廃が進み，国民食糧の対外依存，内
外の資本による国民の胃袋の支配が進んでいることを見なければならない。
　食生活懇談会は「私達の望ましい食生活一日本型食生活のあり方を求め
　（6）
て」で，望ましい食生活は　（1）栄養的にみて，　（2）安全性からみて，　（3）国
土資源の有効利用からみて，　（4）食の文化からみて，望ましいものであるべ
きだ，としている。そして，栄養的にみてなお問題があること，（平均的には
バランスがとれているが，地域や個人，特定グループによって偏った食事が
（5）加工食品のはしりは，後に国際的大食品資本となるユニ・リーバ社のマーガリン，
　スウィフト社の冷凍肉などであり，労働者向けの代替食品であった（バター，精肉に
　代る）。大工業の形成と労働者の都市への集中，その労働者大衆に安価な食品を供給し
　て工業資本の低賃金基盤をつくり，同時に労働者大衆の食事内容の高度化の要求に疑
　似的に答えるものとして加工食品が登場したと把えられる。これは同時に加工大資本
　の形成であり，加工資本主導による植民地農業の形成であった。以上は，玉　眞之助
　「食品工業資本の歴史的性格について」『農産物市場研究』No．13，1981年に拠る。
　　第二次大戦中の軍需要としてのブロイラーや缶詰等保存食の発達を土台とした戦後
　の加工食品の開発は，増大する工業労働者の食要求に一面で答えっつ，安上りの食糧
　で低賃金体制を支えるという意味をもっていたと思う。その結果は，味の画一化や添
　加物の増加であった。その技術的必然性については，筆者の『「技術と経済」序説』杉
　山書店，1979年，第二章，3．「農産物の加工・流通の近代化と技術」でも若干の検討を
　行なったので参照されたい。
（6）食生活懇談会『私達の望ましい食生活一日本立食生活のあり方を求めて一』1983年。
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みられる），安全性については，全般的にかなり良いが，個々にとらえれば学
問的にも未解決の問題も残っていること，国土資源の有効利用については，
穀物自給率が1／3にすぎず，総供給熱量の半分しか国内で自給できないこ
と，食の文化については，家族団樂の機会が減り，外食，自販機の普及，不
規則な食事，欠食，過度の間食，少食が増え，季節性が急なわれるなど伝統
的食文化の衰えが指摘されている。
　食生活懇談会は，農試水産業に対し，経営規模拡大による生産性向上とコ
スト引下げを求めると共に，粗飼料の自給，土地の集団的利用，輸入依存作
物の増産を求めているが，生産性向上と自給度の向上とをどのように斉合さ
せ得るかには触れていない。また，食品産業に対しては，栄養，嗜好性，安
全，保存，便利，経済性を求め，技術開発や加工，流通の合理化，効率化へ
の努力を期待している。これは要求としては当然のことであるが，今日の食
品産業が果たしてこの国民の望みを適え得るように行動しているか，そして
行動し得るのかが問題となる。先に懇談会の指摘した偏食や食文化の喪失，
安全性に対する危惧，とくに自給率低下，外国食糧への依存は，一つには食
品産業の今日までの行動から引き起されたものである。その点が問われなけ
ればならない。栄養，自給，安全と保存，嗜好性，便利さ，経済性，効率化
が一致し得るか。食品産業の経済性追求は，国民の嗜好を片寄らせ，栄養バ
ランスを崩し，便利さの追求は，家族の食生活，伝統的食文化を崩して来た
という側面が強い。懇談会が，農業に対して自給の強化を要求するのに対し，
食品産業には国産原料の使用を要求しないのは片手落ちではないだろうか。
食品工業原料の対外依存が強化されて来ているのは先の表一／で示したとお
りであり，食品産業の効率化，経済性追求が国外食糧原料への依存を強めて
きた所以であることは明らかである。食品工業に安全性を求めることは必要
であるが，これは屡々その経済性，効率性追求と矛盾する。従ってこれは外
からの規制を強めることによって実現されることである。また，経済性，効
率性を追求する資本原理に対抗した協同組合原則による食品産業の発展を対
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6表一2　食料品製造業の年次別推移
原材料 一人当り 一事業所
年度 事業所数@　　千所
従業者数
@　　千人
現金給与額
@ユ0億円
使用額
@　10億円
製品出荷額
@　10億円
付加価埴額
@　10億円
出荷額
@　　万円
当り従業員
@　　人
昭40年 96 1，113 一 一 3，884 一 349 11．6
45 90．9 1，140 596 4，409
????
／，959 627 12．5
50 88．2 1，172 1，470 9，66615130　， 4，321 1，291 13．3
54 83．8 1，160 2，093 12，74020，582 6，116 ㎜ 一
55 82 ユ，155 一 一 22，512 一 1，949 ユ4．1
（注）1．通産省工業統計．
　　2，日本食糧新聞社「食糧年鑑」1982による．
毒する必要がある。
　食品工業（食料品製造業）は，1979年現在全国で，83，755の事業所，116万
人の従業員，原材料使用額12．7兆円，製品出荷額20兆6，000億円（付加価値額
6．1兆円，現金給与総額2兆円）（以上，通産省工業統計）の我国第2位の産
業部門である。（出荷額！位は，輸送機器で21．7兆円）。全工業出荷額の11％，
従業員数の！1％（電機の127万人に次ぐ）を食品工業が占めている。（ft一　2）
　食品製造業のうち製造品出荷：額が，1兆円を越える分野は，乳製品製造業
1．7兆円，肉製品1．2兆円，ビール1．2兆円，配合飼料1．1兆円などである。（工
業統計では，飼料・有機質肥料製造業が食品工業に分類されている。）中分
類で，同種の製造業をまとめると，畜産食品が3．3兆円，水産食品2．7兆円，
調味料1兆円，精穀・製粉1．1兆円，パン菓子製造業2．8兆円，飲料3．7兆円，
飼料・有機質肥料1．3兆円，その他：食品2．5兆円などとなる。本論文では，人
間の食糧を問題とするので飼料，肥料は除き，また水産物も除いて考えるこ
とにする。各分野ごとの食品産業の性格が問題となり，夫々異った構造を持
っているが，ここでは，総体として資本による加工のもっている性格を農協
加工事業と対比して考えることにしたい。各分野ごとに行なわれている詳細
な分析結果を踏まえて，食品工業全体と農協加工事業の一般的特徴を明らか
にしたいと思う。まず，食品工業全体としての特徴は，一部での大企業の成
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表一3　食料品製造業の規模別構造 （昭54）
従業者数 事業所数@　　　　　千所 従業員数@　　　　　千人
現金給与額
@　　　10億円
原材料使用額
@　　　10徳円
製品出荷額
@　　　上0薄肉
付加価値額
@　　　　10億円
1－3人 30753　　， 68．1 26．6 176．8 296．2 118．5
4～9 31655　　， 189．9 217．9 808．3
??．???
523．5
10－19 10005　　， 138．2 216．7
????? ??．???
524．0
20～29
???，
112．2 187．1 1，015．6
?????，
487．2
30－49
????
100．2 188．1 1，227．61β79ユ 539．1
50～99
???，
165．2 332．9
??．??? ??．???
955．5
100－199
???，
152．2 330．22，481．7
??．??? ??．???
200～299 333 80．2 183．1
?????
1，99LO 546．5
300～499 215 82．3 208．2
??．??? ??．???
645．9
500～999 75 49．8 140．7 722．7
??．???
423．8
1，000人以」：＝ 17 21．5 62．0 238．2 527．2 217．8
計 83755　　，
?????，
2，093．2 12740．0　　， 20581．7　　，
??．???
（注）同上資料による．
立（分野によっては寡占体制が成立）と多数の中小零細企業の併存である（9）
　1976年の食品製造業のうち従業員300人未満の中小企業は99．5％を占める。
1979年度の食品製造業の事業所数のうち86％は従業員20人未満である。但し，
その製品出荷額は，全体の16％を占めるに過ぎない。逆に，従業員500入以上
の事業所は全事業所数のO．1％であるが，製品出荷額では，約10％を占める。
従業員規模50～199人の事業所が事業所数の4％であるが，製品出荷額では
37％を占める。（前記，表一3）
　企業別，品目別にみた生産の累積集中度の高い上位30品目についてみると，
表一4のとおりである。3社又は5社で出荷額の80～90％以上を占める品目
（7）農林水産省食品流通局監修『80年代の食品産業，その展望と課題』地球社　1980年。
　食品工業の業種別規模別統計（82年食糧年鑑）は，事業所の規模別統計であり，企業
　の規模別ではない。例えば，ビール製造業は33事業所で，従業員1，000人以上規模は
　1事業所のみで，その製品出荷額は1，500億円くらい（推定）であるが，企業別にみれ
　ば，キリンビールの従業員規模は7，800入で食品工業面輔2位である。従って，寡占
　かどうかは企業（会社）ごとの占有度をみなければならない。乳業などについても同
　様である。
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8（昭51年）表一4　食品工業の累積集中度
順位 品　　　　　　目 上位3社 上位5社 上位10社 インダール指数
1 インスタント・コーヒー 90．9 （4｝100．0 一 0．68
2 ブ　　ラ　　ン　　デ　　一 85．4 91．1 97．2
3 マヨネーズ・ドレッシング 96．2 97．9 100．0
4 ウ　　イ　　ス　　キ　　一 95．4 99．0 99．8
5 ビ　　　　　一　　　　　ル 92．8 99．4 （6｝100．0 0．45
6 グルタ　ミ　ン酸ソーダ 86．4 99．0 （7〕100．0
7 バ　　　　　タ　　　　　一 82．3 91．4 96．6
8 チ　　　　　一　　　　　ズ 81．3 88．7 97．3
9 複合化学調味料 91．4 99．9 （7）100，G
10 粉　　　　　　　　乳 79．6 922 95．6 0．32
11 調　　製　　粉　　乳 92．1 100．0
12 チューイ　ン・ガ　ム 63．6 74．6 89．3
13 イ　　　一　　　ス　　　ト 68．9 87．2 （7）100．0
14 配　　合　　飼　　料 53．7 63．0 77．3
15 魚肉ハム・ソーセージ 70．1 80．9 88．4 0．17
16 即　　席　　め　　ん 58．8 82．0 94．6
17 小　　　　麦　　　　粉 58．8 64．7 72．8
18 チョコ　レー　ト製品 55．8 80．7 96．5
19 練　　　　　　　　乳 54．6 70．3 86．9
20 食　用　大　豆　油 50．2 78．3 96．5 0．13
21 焼　　ち　　ゅ　　う 55．3 69．7 83．7
22 シ　ョ　一　ト　ニ　ン　グ 44．8 64．6 95．1
23 マ　　一　　ガ　　リ　　ン 46．2 65．5 90．5
24 ア　イ　ス　ク　リ　一　ム 49．5 57．3 70．5
25 食　　用　植　　物　　油 48．4 68．0 87．4 0．11
26 醤　　　　　　　　　油 39．3 43．9 49．7
27 飲　　用　　牛　　乳 48．7 56．4 65．2
28 ハ　　ム・ソ　一二ー　ジ 44．1 60．6 70．2
29 砂　　　　　　　　糖 30．8 47．0 75．4
30 水　　産　　缶　　詰 34．9 47．6 63．1 0．06
主）1．　（）は集中度が100となるに至った企業数．
　　2．順位は，ハーフ・インダール指数の順位．
　　3．農林水産省監修『80年代の食品産業』89頁より引用
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が20以上ある。例えばビールは6社で100％，バター・チーズ・粉乳など乳製
品は5社で90％を占める。寡占体制が成立しているとみてよいであろう。逆
に農協系が参入している飲用牛乳，ハム・ソーセージなどの上位5社集中度
は60％ていどである。（表一4）
　原材料の加工過程の機械化が可能で，大量の安価な規格化された原料の入
手できる分野で大企業が成立していると見られる。つまり，素材型の食品工
業で大企業が成立しており，その原料自給率は30％（第一次原料遡及自給率
は23％）であり，国外原料のウエイトが高い。一方加工型の場合は自給率81
％，68％で主に国産原料に依存している。（1975年）
　食品工業は製品出荷額に占める原材料費の割合が高く（製造業平均56％に
対し，食品工業は66％，1977年），付加価値率が低い（全製造業31％に対し，
27％，同）。
　通産省の工業統計表では，食品製造業を（1）大企業性，（2）中小企業性，（3＞飼
料有機質肥料製造業に分け，（1）を素材型と加工型に分けている。（表一5）
　これによると，大企業性食品製造業は中小企業性に比べて，原材料費率は
高く，付加価値率は低い。従って大企業性の食品工業の原材料費の引き下げ，
安定化の要求は強く，また省力化により人件費を押さえて，利潤率を維持し
ようとする衝動の強いことがうかがわれる。（これが後にみるような食品工業
界0）輸入原料自由化の強い要求の経営的要因である。）
　逆に，事業所数，従業員数で圧倒的な部分を占め，出荷額でも半分以上を
占める中小企業性食品工業の意義は，国産原料に依存する度合がつよく，従
って，国内農畜産業との関係が強く，雇用の場として，また，国民食糧の質
を規定する意昧で大へん大きいと言わなければならない。協同組合形態での
食品加工業の存在意義も主としてこの分野にあるものと思われる。
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表一5　食品工業の類型別構造（昭和52年）
従業者数 出　　荷 額 原材料費 付加価
類　型　別
事業所数 （買入） 合計（10億円） 工事業所当りi百万円） 比率（％） 値率（％）
全　製　造　業 714177　， 10，875 正56，918 219．7 56．2 31．4
食料品製造業 84，120（100．0＞1，148〔100．0）18，597（100，0） 221．1 662 27．4
ω大企業性食品製造業 6β39（8．1） 214（18．6） 7，281（39．2）1，064．6 67．9 24．3
①素材製品製造業 994（1．2） 38（3．3） 2、075（1L2）2，087．8 74．0 20．8
②加工型製品製造業 5，845（6．9＞ 176（15．3＞ 5，206（28．O）890．6 65．2 25．7
｛2）中小企業性食品製造業 76，413（90．9）915（79．7） 10，010（53．8）131．0 6L4 33．0
〔3胴料・有機質肥料製造業 868（LO） 19〔1．7） 1，30617，0）1，504．6 84．1 13．9
資料：通産省「工業統計表」
（注）　1．原材料費比率及び付加価値率は，従業者3Q人以上の事業所である．
　　2．原材料費比率は，原材料使用額÷（生産額一内国消費税），付加価値率は付加価値額÷
　　　出荷額による．
　　3．食料品製造業の内訳は，次のとおりに分類した．
　　　素材製品製造業……製粉，精糖，製油，でん粉
　　　加工型製品製造業……肉製品，乳製品，しよう油，化学調味料，ソース，清涼飲料，果
　　　　　　　　　　　　実酒，ビール，蒸留酒・混成酒
　　　中小企業性食品製造業……大企業性食品及び飼料・有機質肥料製造業以外の業種
　　4．　（　）内の数値は，食料品製造業を100とするシェアであ6：
　　5．農水省『80年代の食品産業』72頁より引用．
ll．農協加工事業と加工資本
　食品加工業の製品出荷額が1960年の1．7兆円から，70年の7．1兆円，そして
1979年の20．6兆円へと大きく伸びる中で，農業生産額は，1．9兆円が4．7兆，
10．7兆円へ伸びるにとどまった。（食品加工業原料に水産物が入るから，よ
り正確には水産物の産出額を加えなければならない。水産物の産出額は1970
年約1兆円，79年2．5兆円であった。）
　つまり，この間，輸入原料への依存が大きくなったのである。（農水産物
輸入額は，1970年2．2兆円，75年4．6兆円，79年6．3兆円）。
　こうした中で，食品企業として従業員数1，000人を越える大企業が成長し
た。1980年の全上場食品会社88社中45社が1，000名をこえる企業であるが，
第1位が雪印乳業（9，816人）第2位がキリンビール（7，814人）第3位山崎
パン（7，020人）で，乳業が3社（雪印，明治，森永），ビールが3社（キリ
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ン，サッポロ，アサヒ），パン・菓子がユ0社（山崎パン，明治製菓，不二家な
ど），調味料（味の素，キッコーマン，キューピーなど），ハム・ソーセージ
（伊藤，プリマ，日本，丸大），乳飲料（ヤクルト，カルピス），製粉（日清），
水産物（日賦，東洋など），清涼飲料（北海道コカ，三国，中京，山陽など），
洋酒・焼酎（宝，三楽，モロゾフ），レストラン（西部），砂糖（日本甜菜糖），
その他食品（エスビー），などとなっている。巾広い業種に大企業が成立し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）そして主として外国産原料を使用する大企業の多いことが知られる。
　このような情勢の中で，農協の加工事業は，どのような状況にあるか。1979
年の総合農協の加工事業をみると，加工事業を行なっている組合は56！であ
り，集計組合数4，519組合の11％となっている。その製品売上高の合計は5工8
億円である。当年度の食品工業の総売上額20兆円に比すれば，わずかにその
0．25％に過ぎない。その内訳では，でんぷん及び藷加工が160億円でもっと
も多く，次いで青果物びん・かん詰112億円がこれに次いでいる。（でんぷん
加工については，1979年の全国総出荷額が1，128億であるから，14％にあた
り，他業種と比べ農協加工の比重が高い部門と言える。）他に，畜乳加工48
億円，宮垣加工27億円，みそ，しょうゆ23億円，製茶45億，漬物23億円など
が主なものである。これを日本全体の製品出荷額に比べると，乳製品は全国
の1．7兆円に対し，0．3％，肉製品は同1．2兆円に対し0．2％，みそ・しょうゆ
は同3，800億円に対しO．6％，茶は同3，000億円に対しO．2％，青果物かん詰は
「司3，300億円に対し3．4％，漬物は同2，900億円に対し，O．8％であり，青果物
かん詰を除きコンマ以下のシェアである。
　農協の加工事業は，連合会でやられるか，とくに専門農協系で多く行なわ
れている。また協同会社として行なわれることが多い。従って，上の数字を
もって農協の加工事業がネグリジブルであると言うことは速断であろう。
　専門農協（単．協）の加工事業は，養蚕4，畜産6，酪農62，養鶏33，園芸
（8）日本食糧新聞社『食糧年鑑』1982年，184頁。
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特産151，開拓6農協が行なっており，牛乳加工62，製茶138，乳製品18など
が多いが，その販売高は明らかでない。専門農協の販売事業の販売額は1979
年で，養蚕農協が131億円，畜産農協が616億円，酪農協が2，740億円，養鶏
農協が1，147億円，園芸特産農協が1，597億円，開拓農協が410億円となって
いるが，牛乳376億円，乳製品23億円以外は，農協で加工処理をどの程度行
なっているか分らない。酪農協の例からみて，原料供給が多いものと思われ
る。（以上1979年度専門農協統計表）。
　都道府県連の加工事業は，養蚕連（製糸）が4．2億円，畜産連が約10億円，
酪農連が177億円（うち畜肉加工31億円，牛乳105億円，乳製品0．9億円），園
芸特産連が828億円（うち果実・果汁，缶，ビン詰650億円，その他166億円）
であった。（以上1979年）。
　各分野の食品工業全体の出荷額と比較すると，例えば，畜肉加工品は全体
の！．2兆円に対し0．2％，乳製品は1．66兆円に，対し0．0％に過ぎない。但し，
果実，果汁の缶・びん詰は全加工業の出荷額3，300億円に対し20％を占める。
果実加工についてのみ，農協系はかなりの地位を占めていることがわかる。
（専一6は業種別に食品工業の状況をみたものである。）（表一6）
　全国連の加工事業は行なわれていない。（1979年農協連合会統計表，全国
区域）。
　以上，県連，専門農協，全国連についてみても，農協加工事業は，果実を
除き，やはりきわめて低調であると言える。但し，農協出資の株式会社がか
なりあり，（いわゆる協同会社），農協加工事業が一定のシエァを持つに至っ
た分野（乳業，果汁など）もあるが，統計上その出荷額シェアは明らかでない。
　農協の事業原則に従って，利潤を追求せず，組合員生産者の利益をはかる
目的で作られている協同会社の場合は，農協系と言うことが出来，その業種
は販売，運輸，加工など様々な分野があるが，加工に関して，どれくらいの
協同会社があるか，そして，その事業規模はどうか。組合数についての1971
年度の調査しか見当らないが，それによると，畜産加工64社，青果物加工13
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表一6　業種別食品工業の概況 1979年度
事業所数 従業者数 現金給与額 原材料使用額 製品出荷額
業　種 別 所 千人 10億円 lO億円 10億円
工 業　合　計 739β04 10，860 24，799 113，11184，257
?
品　製　造　業 83，755 1，ユ60 2，093 12，740 20，582
畜産食品製造業 2，735 124 270
??，
3，318
? 肉製品製造業 663 42 84 909 1，215
? 乳製品製造業
???
52 144 1，194 1，663
その他畜産製造業 896 30 42 353 441
野菜・果実・かん詰製造業 3，015 60 86 408 625
うち1野菜つけ物除く 910 28 40 234 330
調味料製造業 3，840 56 131 530 1，028
精穀製粉製造業 1，501 20 53 903 1，154
砂 糖　製　造　業 160 12 42 453 646
パン菓子製造業 19，426 294 532 1，404 2，779
飲 料　製　造　業 4，361 104 250 1，337 3，686
清涼飲料製造業 1，059 29 72 505・ 818
果実酒製造業 72 1 2 10 15?
? ビール製造業 33 13 60 312 1，224
清酒製造業 2，798 52 92 377 984
一
蒸溜・混成酒製造業 399 9 25 163 643
動植物油脂製造業 454 13 39 646 815
その他食品製造業 34，064 260 371
??，
2，550
製茶製造業 4，115 18 22 222 302
でんぷん製造業 204 4 8 83 113?
めん類製造業 7，795 64 92 338 559?
豆腐・油揚製造業 11，495 51 52 96 221
冷凍・調理食品製造業 514 21 32 149 233
（注）1．’82食糧年鑑より．
　　2．水産食品，飼料有機質肥料製造業は除外して記載．
　　3．その他食品のうちわけは一部のみ記載．
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社，その他農産加工9社となっている。加工販売86社のうち県連段階のもの
が48社で半数以上を占めている。
　農畜産物加工事業で協同会社が設立される理由は，農協法上の事業の地域
的限定の制約（加工原料の調達）から逃れることである。
　また，新しい加工分野への進出に対して，加工資本の加工技術や販売の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）ノーハウに依存し，加工資本と提携してゆくためである。（香川県大川農協
のルーチャ画品，・ジ・フーズ孤松・・ム．高崎ハムの北相餌との面隠
など）。
　協同会社形態で，農畜産物加工に取り組んでいる農協系加工事業の中で，
その分野の加工事業に影響力を持つに至っているものの一つは，牛乳加工の
　　　　　　　（11）
分野であろう。
北海道協同乳業の設立など農協系乳業の創業，発展と，一方での飲用牛乳
（9）桑原正信監修『農協運動の現状分析』387頁　家の光協会1974年。
　　協同会社の定義，成立の背景と要因，いくつかの実例について，本書の第6章第2
　節で大原純一氏が記述している。
（10）高崎ハムについては，桑原正信編『農協の食品加工事業』家の光協会　1973年で，
　桂　英一氏が書いている。（第4章）。また，小堺昭三「群馬に根づいた協同の伝統，
　高崎ハム物語」家の光協会『地上』1983年2月号がある。1981年現在，　“高崎ハム”
　は群馬県内20単協と県経済連出資の群馬畜産加工販売早馬連合会の製品ブランドで，
　売上は290億円，営業所は全国に18ある。但し，民問大手の売上（79年度）日本ハム
　1、646億円，伊藤ハム1，428億円，プリマハム1，220億円，丸大ハム604億円，雪印食品
　578億円に比べては少ない。（なお，79年度の全国の畜肉加工品出荷額は1．2兆円であ
　る。）前出書で大原純一氏の例示している，北相高崎ハム株式会社と群馬畜産加工販
　売連（高崎ハム）との関係は，後者が，神奈川県の三つの単協の出資した協同会社で
　ある北相食品（北相ハム）の経営危機に際して資本参加し（全農も同額参加），技術，
　経営，ブランド，販売面でリーダーシップを持つに至ったものである。（この点は，桂
　英一氏が詳しく述べている。）民間加工資本の技術，販売力に依存する形の協同会社の
　例としては，桂川があげている香川県坂出市の協同食品㈱がより適切な事例であろう。
（11）飲用牛乳の製造を加工と言えるかどうか。食品工業統計の生産物中には飲用牛乳は
　入っていないようである。しかし，生産物を生のままで販売するのと違って工場で熱
　処理及び，ホモジナイズするのであるから，加工と言っても差し支えないと思う。と
　くに，農協（生産者）が取り組むことによって付加価値を高めて販売する農協加工事
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）需要の伸びの鈍化の中での大手乳業資本の経営多角化によって，市乳販売の
面では，農協系プラントのシェアは，1970年の3％から，1979年には27％に
まで高まっている。（三一7）
　酪農民の手による牛乳処理加工は，戦前，北海道酪連が手がけて成功した
が，その後，二連は戦時中の凹凹公社を経て株式会社雪印に転身し，酪農民
と対立するに至る。また，戦後は，協同乳業㈱がっくられるが，名糖とその
系列会社に資本と販路を依存し，のち雪印の系列下に入り，乳業資本に転化
してゆく。農協資本から出発したとしても，協同会社は，資本としての自由
な営業活動を求め，原料生産者と利害対立し，生産者のための営業である原
　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛13）点を失なってゆく場合が多いのである。それにしても，その後も，農協乳業
劃一7　農協乳業プラントの牛乳シェア
　　　　（全国農協乳業プラント協議会調べ）
年度 51年度 52年度 53年度 54年度
％ ％ ％ ％
牛　　　乳 23．8 24．2 26．5 27．4
加　工　乳 12．2 11．8 12．0 12．6
合　　　計 20．0 2ユ．3 23．3 24．4
乳　飲　料 14．1 13．6 12．5 lL3
（注）’82「食糧年鑑」より，
　業として取り組み易く，その意義は大きいものと思われる。この点，前出，桑原編『農
　協の加工事業』の中で，山本　修氏も述べており，農協加工事業の中での重要部門の
　一つとして乳業を取り上げている。
（12）乳業大手3社の総売上高に対する乳業部門以外の比率は，1966年目1980年を対比し
　て，雪印は11％から27％へ，明治は10％から26％へ，森永は20％から33％へ，それぞ
　れ高まった。
　　湯沢　誠，三島徳三編『農畜産物市場の統計分析』第2部，W牛乳・乳製品（三田
　保正）40ユ頁。
（13）農協の牛乳処理加工の協同会社が，資本に純化・転化する傾向について，山本　修
　氏の前出論文が，実例を通じて明らかにしている。また，大高全洋『酪連史の研究』
　酪農学園大学，1975年　は，北海道酪連の雪印への転身について詳細な研究を行なつ
　ている。
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が新しく創業され，進出してきている。その背景について，山本修氏は　（1）
酪農民が牛乳消費の伸び悩みと酪農の停滞で活路を自らの手による加工販売
に求めてきたこと。　（2）加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（1965年）によ
る一元集荷多元販売を機に，生産・販売一貫体制確立の機運が出てきたこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）（3）安い牛乳から純粋牛乳への消費者意識の高まり，をあげている。
　農協加工事業を全体としてみると，農協系協同会社を含めて，乳業，果汁，
畜肉などの分野で，一応民間資本による加工事業に対置すべき，質と量をそ
なえた事業展開があると兇てよいであろう。では，農協の加工事業と民間資
本の食品加工でどこが本質的に違うのか，以下で検討しよう。
皿．農協加工事業の原則一加工資本の原理と対比して
　桑原正信氏は，農協が積極的に取り組むべき戦略的加工部門の要件として
　　　　　　　　　　　　　（15）次の5つの原則を上げている。
　（1）自己資本の原則　必要資本の大半が農協の自己資本によって無理な
く調達しうること。借入金に依存すれば，元利返済のため，原料の買いたた
きや稼働率維持のための無理な原料集荷をすることになる。巨大な装置工業
的加工部門へ農協が進出するのは望ましくない。（雪印のようになる。）
　（2）農民的危険負担の原則　需要面，技術面，販売面で不安定，不確実
な要素の多い部門には手を出さないこと。
　（3）自己原料の原則　原料として農畜産物のウエートが高く，加工度が
（14）山本　修，前出の論文。そして，新しい農協牛乳事業の例として，淡路島北阿万農
　協，大山乳業農協，千台目八千代牛乳，四国乳業㈱，北海道協同乳業㈱の事例を紹介，
　分析している。後の2社は，いわゆる協同会社形態の乳業である。北海道協同乳業に
　ついては，立花　隆『農協，巨大な挑戦』！6．朝日新聞社，1980年　のルポもある。
　今日，北協乳は民間第4位の協同乳業の2倍の生産量をもち，大手3コ口次ぐ出荷額
　となっている。
（15）桑原正信，前出『農協の加工事業』25テ頁～。
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低いのがよい。原料の良否が製品の質に重要な影響を及ぼすような原料加工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こママラは農協事業に適す。（天然果汁，純正牛乳など）。純生食品の原則。
　（4）原料集積の原則　農協の事業範囲（地域）内で大半の原料が調達さ
れること。
　（5）販路確保の原則　消費者への宅配や生協との提携など工夫の余地は
大きい。以上。
　言うまでもなく，資本の原理は利潤の確保であり，そのための経営効率の
追求である。競争に勝っために安い原料の確保が重要であり，原料生産の効
率化（大規模生産による低コストでの生産）を望む。国内で安い原料が得ら
れなければ，そして外国から輸入する方が安ければ，その方を選択する。そ
の意味では資本には国境はない方が望ましいのである。以上の点は，農協加
工事業の原則と根本的に相反する点である。農協加工事業は原料生産者の利
益を追求するのが目的だからである。
　食品加工資本の原料調達の自由化，輸入制限の撤廃，加工原料農産物の価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）格引下げを求める要求は近年その激しさを増している。
　総資本の要求が，国民食糧の安定確保であり，そのための多国間相互依存体
制の強化による外国農産物の安定輸入と，併せて稲作農業などの大規模化に
よる国内農業生産コストの切下げであるのに対し，食品工業界の要求は，国
内の原料農産物にはもはや関心がなくジ外国産原料の輸入条件の緩和に力点
がお』かれていると見ることが出来る。
　経団連は『食品工業からみた農政上の問題』で，「ナショナルセキュリテ
ィをそのまま食糧自給率の向上に結びつけるのは誤りで，平時においてはい
（16）財界の農政提言のうち，食品工業に関するものとして，経団連農政問題懇談会『食
　品工業と食糧の安定供給をめぐる問題点』1980年。同『食品工業からみた農政上の問
　題』1981年。食品産業政策協議会『食品産業における望ましい産業体制のあり方につ
　いて』1983年。日本経済調査協議会『国民経済における食品工業の役割』1983年。な
　どが最近のものである。
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たずらに財政負担を招く効率の悪い自給率の向上の必要はなく，有事に備え
た農地晒竹や資材の準備などの対策を持っていればよい。内外での備蓄強化
や，二，多国間の国際協力の拡大こそセキュリティ確保にとって採るべき方
向である。」と国内農業生産の拡大発展を不要として否定し，「食品工業は常
に3～4ヶ月の備蓄機能を供給体制そのものの中にビルトインしており，ま
た保存技術の進歩により，加工食品自体が備蓄機能を持っている」ので国民
は安心しろ，と言い，「麦，大豆，甜菜，ソバ，飼料作物など輸入依存作物の
自給強化は，原料の高騰を招き，食品加工業の対外競争力を殺ぐものである
から反対である。」「国内農産物価格は，合理化された効率的経営のコストを
基準とする線に引下げ，国の価格補償：財源を縮少し，その財源でitしろ食品
工業への原料価格補填（高い国内産原料を使わせられる代償として）をせよ。」
（以上要旨）と輸入依存の加工原料の自給率を引上げる政策の変更を政府に
せまっている。
　大資本の立場はこのようなものであるから，国内農業を発展させ，その加
工をも行なって，農家の生活を向上させるために事業を行なう農協の立場と
は根本的に対立するのである。従って，原料調達の範囲を地域に限定せず，
どこからでも安い原料を集めて操業度の向上をはかり，経営体として発展し
ようとして会社方式を採用する協同会社は，資本の論理に一歩足を踏み入れ
るものであると言える。桑原氏が「協同会社方式を安易に採用することは基
本的にまちがい」とするのは農協加工の本来の意義からみて妥当な判断だと
　　　（17）
言える。
　桑原氏の述べている農協加工事業の原則の中で，今日とくに重要になって
いる点は，純正食品の問題とそれを軸にした消費者との結びつきによる販路
確保の問題であろう。
　1970年に130万keと牛乳の146万k4にほぼ匹敵していた加工乳の生産が，
（17）桑原正信，前出『農協の加工事業』264頁。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）1975年には98万keに激減し，牛乳が226万keへと大幅に伸びたのは，純粋な自
然な食品を求める消費者の運動の大きな高まりの結果であった。農協牛乳の
伸びはこの声に支えられたものであり，高崎ハム，ポンジュースなどの農協
加工事業の伸長は，純正，安全な食品を求める消費者との精神的，組識的結
びつきによって行なわれたのである。とくに，農協加工が消費者団体，生協
などと結びついて販路を拡張し，それが生産の拡大，安定に結びつく形は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）今後の農協加工事業の中で強調されるべき方向であろう。
　加工食品の安全性について食品工業会（資本）の意見はどうだろうか。『国
民経済における食品工業の役割』で日経調は「食品添加物については安全性
に厳密を期する必要があることは当然であるが」としながらも，「食品添加物
には，食品の鮮度保持及び食中毒の予防，品質の改良，栄養の補給強化，嗜
好性の向上，経済性等の効用があり，大きな社会的役割を果している。」とし，
「食品添加物の効用についての一般認識を深め，報道機関及び世論も科学的
態度をもってこれに対する姿勢が必要」と，むしろ，食品添加物の効用を強
調し，世論に対決する構えを打ち出している。経済性を追求する大型の食品
加工業としては，省力的機械化方式に原料を適合させるために，また保存性
を製品の必要要件とするから（広域流通），食品添加物の使用は必須なのであ
り，これを否定されることは，彼等の大壷生産の技術的基礎をおびやかされ
るのであるから，食添を認める世論づくりこそ課題なのである。従って装置
型の大型加工資本に対し，純正食品，安全食品を国民が求めても容易には実
現し得ないと見なければならない。そこに，農民資本による中小型の農協加
（18）三田保正，前出『統計分析』所収W，「牛乳・乳製品」404頁。
（ユ9）先に上げた山本　修氏の報告にあった大山乳業と京都生協，大分県下郷農協と北九
　州市民生協との産直などがあり，多くの事例研究がある。例えば，伊東勇夫編『協同
　組合間協同論』御茶の水書房，1982年（大山乳業，下郷農協）安達生恒『農業近代化
　への挑戦』日本経済評論社，1980年（下郷農協）など。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）工事業の存在意義があり，発展の余地があると言える。もちろん，食品の安
全性をふまえた大量処理が技術的に可能な分野もありうるし，その観点に立
った技術開発が農協加工事業に求められているわけである。
　農協等が加工事業に進出してきていることに対し，食品工業界は大きな危
機感を持っているようである。『食品工業からみた農政上の諸問題』で，経団
連は，農協には，法人税率が23％（一般企業40％），事業税率が8％（一般12
％）などの優遇税制があるほか，各種負担金の損金算入，政府の利子補給に
よる長期低利融資，独禁法・分野調整法の適用除外など，さまざまな特権が
付与されている。これは公正な競争を妨げるもので抜本的見直しをすべきだ，
としている。これは農協が組合員の意志の制約を受け，地域を限定され，原
料生産者の利益を守る組識であることを無視した議論である。そういう制限
を逃れて，自由な営業の場を求めて，一部の農協はあえて特権を捨てても株
式会社化していっているのである。（協同会社）。原料生産者に加工利潤を還
元するという農協の使命に徹する農協には事業上の不利があり，それをカバ
ーする為に各種の保護策が講じられるのは当然と言わなければならない。そ
れを知ってか知らずか，資本は農協への保護を攻撃し，彼等の城を守ろうと
しているのである。資本にとってはその自由な活動領域を広げるために，農
協の変質（資本への純化，同一化）が望ましいのである。
（20）農協加工事業の中で最近注目されている分野が，伝統的技術による漬物など，いわ
　ゆる手づくり食品である。当初の販売金額は小さくても地域農業の発展にとって重要
　な手がかりになり，消費者運動と結びついて展開されている。美土路達雄「国民的食
　品と農民的加工」『あすの農村』1977年11月号は，食品加工の新しい視角として半加工
　食品の重要性を提起している。同号で紹介されている京都，佐賀加工農協のタケノコ
　缶，メシ缶，青森，岩木町農協婦人部のじょんがら漬。家の光協会『地上』1979年7
　月号「生産を支える農産加工」やユ983年10月号「農産物加工拡大の道J。全中『農業協
　同組合』1983年9月号，「事例に見る農村複合化への取り組み」。富民協会『農業と経
　済』1983年8月号「地場産業の発展条件と課題」で紹介されている諸事例など，いず
　れも，地場の生産物を生かした農協ならではの加工事業の例であり，その可能性は到
　るところにあると言える。
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　財界のブレインである総合研究開発機構（NIRA）は，農協を，地域ゾーニ
ングを撤廃して専業的農家のみを顧客とする経済事業体に再編すべきだとい
　　　　　　　　　（21）
うことを説いている。
　加工事業の効率的運営のためには，原料生産者としては大量生産の技術力
のある優良農家のみを取引相手とする方がよいわけである。小規模生産者は
切り捨てられることになる。財界は農協をそのようなものに変質させること
を狙っているのであるが，これが農協の自己否定であることは言うまでもな
い。農協が農協であり続けるためには，零細生産者（それが今日の組合員の
大多数である）を含めた，その利益の伸長を担なった事業を行なってゆく必
要があるのである。
　農協加工事業の原則として，組合員の生産を発展させる立場，地域農業の
全体としての発展をはかる立場に立つことを確認することが重要である。今
日の農家経営の安定にとって土地の有効利用と地力維持のために多品目少量
生産が必要であるから，それらのすべての生産物を販売事業にのせ，生鮮品
販売の補完として，それが低価格のときは，加工して付加価値を高めて販売
することが求められているのである。
　宮崎宏氏は，宮城県仙南農産加工農協連の活動からの教訓として，（1）「農
協加工事業は，それ自体独立して存立しているのではなく，地域の営農活
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）動・農協組織活動と強く結びついていること」が必要だと述べている。桑原
氏の言う5つの原則の更にその前提となるべき原則であると言えよう。更に
宮崎氏は，教訓の（2）として，（2）生産者＝組合員主体の創意と行動と組織力
（21）総合研究開発機構『農業自立戦略の研究』1981年。
（22）宮崎　宏「広域営農団地の造成と食品加工，販売市場開発」三輪，竹中，宮崎，高
　橋『農協事業革新への実践』家の光協会，1982年。なお，宮城県仙南農産加工農協連
　の活動については，他にも次の報告がある。馬場　昭『食生活と農業の生産と流通』
　御茶の氷書房，1982年。阿部長寿「広域営農活動の展開と産消提携活動」，農業問題研
　究会議『農産物市場問題と農協の課題』時潮社，1981年。
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を基盤として加工事業を推進していること。（3）地域の特牲を生かし，みずか
らの手で新しい加工品を開発すること。（4脇斗組合間協同による販売ルート
の開発と安定供給体制の確立。（5農協みずからが組合員に加工品を供給し，
生産活動に結びつけて組合員の結集をはかっていること，をあげている。
　（1）（2×5）は，組合員主体の原則とも言うことができ，農協加工事業の基本原
則でなければならない。（3＞（4）は桑原氏の純正食品の原則，販路確保の原則
を，今日の消費者運動の成長した段階に合せて，より発展させ明確化したも
のと言えよう。
　前にみたように，果実の加工とくにミカンについては，珍らしく農協加工事
　　　　　　　　　　　　　（23）業の地位の高い分野であるが，ミカンの過剰とオレンジの自由化問題などが
あり，農協加工事業のあり方が鋭く問われている分野である。愛媛県の果樹
産業政策研究会は，『青果物加工事業再編についての提言』を1980年4月に
発表し，この中で，農協加工事業の基本的あり方について，次のように述べ
　　　（2aj
ている。
　（1）農協加工事業の第一の基本的特質は，その地域の農業生産を基盤とした
原料立地にある。
　従って，加工側から地域農業再編に対する積極的対応が必要である。契約
生産や加工原料価格安定制度の拡充，改善を図ることが求められる。
　②農協加工事業の第二の基本的特質は共販と加工との相互関連性にある。
（23）鈴木善六郎「農協の食品加工事業と販路」新日本出版『あすの農村』1977年11月号
　によれば1976年のみかん果汁工場別生産量は，愛媛県青果連の1．3万トン（全国生産
　量の25％）を筆頭に農協系が4．8万トンで全果汁生産量5．1万トンの93％を占める。
　（1／5濃縮汁換算）但し，農協系の搾汁工場で，販売を資本に依存しているものがあ
　り（例えば，全国第3位の佐賀県園芸連は搾汁量の半分を森永，キリンビール，カル
　ピス，ヤクルト，雪印，武田薬品等に原果汁として販売している。），輸入オレンジ果
　汁も年問4，800トンへ急増している。まだ国産の10％以下であるが日米貿易関係から
　輸入増が計画されており，将来国産果汁をおびやかす恐れが強い。
（24）果樹産業政策研究会『青果物加工事業再編についての提言』1980年。
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加工は共販の延長として市場拡大に寄与してきたし，生食市場向けの需給調
整に一定の役割を果してきた。今後とも加工事業運営の柱として共販との相
互関連性を重視すべきである。
　（3）農協加工事業の第三の基本的特質は委託加工の原則である。原料買取り
は，農協の経営主義を招く恐れがある。委託加工では加工費用コストが経営
上の基本要素となる。これが一般企業の利潤追求原理と異なる農協経営の特
質であるが，費用コスト引下げ努力が行なわれなければならない。
　（4＞農協加工事業の特性を発揮するために，加工品の本物指向と地場消費に
ついて重視して取り組む必要がある。
　（5）缶詰と果汁を一体とした自立と連携による農協型再編，農協間連携を進
める必要がある。具体的には，青果物加工連携機構C．P．0を設置すること
が必要である。
　以上は，果汁生産において独占的地位を築いてきたミカン農協の加工事業
の現状をふまえ，愛媛県青果農協連に対する問題提起としてなされたもので
あるが，一般の農協加工事業にもあてはまる重要な基本原則が述べられてい
るものと思う。
　（1）は，宮崎氏と同じく，地域の農業生産こそ農協加工事業の基盤であるこ
とを述べたものである。②は加工と共販の連携ということだが，もともと果
汁加工は生食用ミカン共販の下支え（台風による落下果の処理，過剰処理，
規格外画の処理）として始められたものであり，豊作による値崩れを防ぎ，
クズものを処理して，生食用ミカンの価格を維持し，併せて加工によって少
しでも農家の追加所得を得るのが目的であった。ミカン農家は傾斜地の比較
的狭い果樹園からより多くの収入をあげるために，単価の高い生食用ミカン
の栽培に力を入れる。加工用にミカンを作るわけではなく，加工用品種が別
にあるわけでもない。このようなミカンの生産構造に規定されているのが農
協の果汁加工である。従って，ミカンが過剰になり，生食市況が暴落すれば
加工原料がどっと出てくる。このとき，農協の果汁工場はフル操業して，果
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汁の市況にかかわりなく果汁をつくり，生食市況の回復をはかるのである。
これが「共販を加工が補完する」という意味である。農協加工では加工の採
算が合わなくても工場を維持することがあるわけで，これが製品市況に合わ
せて操業し，利潤を追求する一般加工企業と違う点なのである。共販と加工
の連携の原則は，（1）の地域の農業生産を基礎とする原則の具体化であり，生
食用と加工用の区別のない青果物（例えばタケノコ，クリ，リンゴ）加工の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）一般原則として強調する必要があるものと思う。（3）の委託加工の原則は，農
協が農協であるための原則とされている。（これは，桑原氏の場合にはとく
に指摘されていなかった。）協同会社方式となれば，原料は買取りになるで
あろう。この方式は，原料生産者と加工経営との問に利害の対立が起る要因
となる。加工会社のあげた利潤を原料供給者に還元する措置がとられたとし
ても，やがては，はげしい企業間競争の中で経営基盤の充実，内部留保，資
本配当などが優先する恐れがあると思われる。一方，委託加工では，販売額
からコストを引き，残りを原料費に割りふるということになり，結果として
原料代が切り下げられるということが生ずる。有利な製品価格実現の努力と，
コスト引下げの努力が要求される所以である。（4）の本物志向と地場消費重視
の視点は，前述の宮崎氏の指摘とも共通している。
　愛媛青果連は，1968年の豊作を契機として，果汁100％のジュースを開発
し，従来の果汁10－20％の清涼飲料だった果汁のイメージを一新した先駆者
であった。そして，まず，地元の松山市にそれを普及することに努め，松山
市内でポンジュースの絶対的地位を築き，それをテコとして全国ブランドに
まで成長した経験を持っている。このことを基礎とした発言であり，農協加
工事業の方向（純正食品であり，消費者と提携すること）を適確に示したも
のと言える。
　そして（5）は，農協加工事業が，その分野の主導権を握った段階での，農協
（25）阿川一美，幸臣文雄「みかん農業の新たな発展をめざして』愛媛県果樹協会1978年。
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国民食糧の生産と農協加工事業，その地位と役割　25
間協同の力による全国的調整機能への展望を示している。
　以上の果樹産業政策研の示した農協加工事業の原則は，果樹産業にとどま
らず，一般的な農協加工事業の原則として承認できるものと言えよう。
　加工食品の流通をめぐる情勢について，果樹産業政策研究会は，次の5つ
の要因によって大きな変化が進行中であると指摘する。
①メーカーによる問屋の選別，系列化。
②総合商社による問屋をまきこんだ国内販売機能の強化。
③量販店，百貨店，小売チェーン等大型仕入機構の形成。
　④外食産業による業務用需要の増加と仕入機構の形成。
⑤加工食品の原料，製品輸入による外資の進出に伴う新しい流通機構の
　　創出。
　以上の厳しい流通情勢の中で，農協加工事業の製品が，市場に参入し，市
場を拡大する道は何か。結局，農協間の無政府的な市場競争でなく，農協加工
事業の連携の強化によって対応するしかなく，また，100％天然果汁ポンジュ
ースのように本物の質で勝負するしかないであろう。そして仙南加工農’協連
のように生協など消費者グループとの藩士提携で販路を切り拓くことである
と要約できるであろう。
　最後に，外国産加工農産物の輸入が農協加工事業の前途にとって当面する
一つの大きな暗雲となっていることを指摘しないわけにはいかなし㌔
　恵まれた自然条件の下での大規模機械化栽培での安い農畜産物を原料とし
た外国の加工農畜産物と，我国の加工農畜産物が裸で競争することを認める
ことは，加工食品を輸入する商社資本と，低賃金体制を維持しようとする重
化学工業を中心とする総資本の利益ではあるが，国民にとっての大局的な利
益ではないことは言うまでもない。国内産原料に依拠する農協加工事業が生
き延びてゆくためには，原料生産の生産性向上や，品質の良さ（自然，純正）
によって外国農産加工品と対抗することはもちろんであるが，輸入の制限，
差額関税など国境調整措置が絶対必要であり，国の政策が，国内農畜産業の
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26］
保護の立場を貫くことが求められるのである。
以上
（附記　本稿をまとめるに当って，愛媛県の果樹産業政策研究会，とくに
阿川一美氏の発言（注23の対談）から学んだ点が多い。大へん感銘を受けた
ので特に附記して感謝の意を表します。）
表一8　かんきつ及果汁の輸入枠拡大の経過
年度 オレンジ輸入枠 オレンジ果汁同
グレープ　　　　果汁同フルーツ
備　　　　　考
1964年 レモン自由化
71 グレープフルーツ自由化
72 12，000トン 500トン
73 15，000 1，000
78 451000 4，000 1，000トン日米通商交渉
80 68，000 5，000 3，000
81 72，500 5，500 4，000 78年日米合意82 77，000 6，000 5，000
83 82，000 6，500 6，000
（注．j阿川一美氏による．（注23＞
（26＞果汁生産における貿易自由化，外国産果汁との対抗関係については，前出，注8，
　桑原編著の第2章「農協の青果物加工事業」で藤谷築次氏が述べているほか，注22
　の「提言」で“国に要請すべき政策課題”が提示されている。また，柑橘農業問題研
　究会『オレンジ及び同果汁の輸入枠拡大，自由化が国内柑橘農業に及ぼす影響につい
　ての計量的研究』1982年　は，果汁の輸入枠拡大は，我国の柑橘需給調整対策を困難
　にし，それが，アメリカの対日貿易赤字を解消する性質のものでない，ことを指摘し
　ている。
　　果汁の輸入枠拡大は1978年東京ラウンドで83年までの枠を次のように決定し，現在
　84年以降の枠拡大が日米間で論議されている。（表一8）
　　1977年のグレープフルーツの輸入量は16．1万トン，レモンは10．5万トン，オレンジ
　2．25万トンであった。レモンの自由化で国産レモンは潰滅し，グレープフルーツの自
　由化で国産夏柑は大打撃を受け，他品種への転換を余儀なくされた。83年の輸入数量
　は生鮮オレンジ換算で20万トンを越える。（79年産ミカンの出荷量326万トン，また78
　年当時の果汁の国内実需は約40万トン，生産は50万トンであった。）なお，輸入自由
　化，枠拡大に対するミカン産業の基本的対応姿勢については，前出『みかん農業の新
　たな発展をめざして』所収の，阿川一美氏の補論「オレンジ・果汁の輸入拡大と果樹
　農業の課題」を参照。
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